
文教委員会資料① 

１ 請願の審査 

 (1) 請願第 25 号 川崎市内保育需要の増大に対応するため、新設保育所の４、５歳児保育 

                   室等を活用した１歳児クラスの保育所定員枠の拡大に関する請願 

 資 料  川崎市の保育所待機児童対策の取組について  

こども未来局 

（平成２８年１１月１８日） 



◆待機児童対策に特効薬は無く、３本柱の取組を継続していく必要がある。

１.保育所利用申請者数等の推移

川崎市の保育所待機児童対策の取組について 

川崎市こども未来局 

・就学前児童数  若い世帯の転入増等により年々増加 （H21 年 ⇒ H28 年  ２，８１７人増） 

・保育所等定員  保育所等の整備を推進し大幅に拡充 （H21 年 ⇒ H28 年 １１，１３４人増） 

・利用申請数   定員拡充と比例して年々大幅に増加 （H21 年 ⇒ H28 年 １１，１９２人増） 

・待機児童数   定員拡充や相談体制強化により減少 （H22 年 ⇒ H28 年  １，０７０人減） 

２.待機児童対策を取り巻く主な課題 

◎利用申請者数の大幅な増加

●就学前児童数の増加に加えて保育所への申請率も年々大幅に上昇している。 

●低年齢児から保育の利用を希望する方が増加している。

◎保育所整備をめぐる環境の変化 

●近年の建設コストの上昇に加え、保育所の整備が必要な主要駅近辺の保育需要の高い地域

ほど、地価高騰等の影響により保育事業者の参入が控えられる傾向が生じている。 

●都市部を中心に保育所の増設が進む中、慢性的な保育士不足の状況が続いている。 

◎保育従事者の増加に伴う保育の質の確保 

●保育施設の大幅な増加に伴い、保育に従事する職員数も年々増えている。 

●待機児童対策は量の拡充と質の確保とを両輪で進めていく必要がある。 

３.待機児童対策の取組の３本の柱 
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（１）認可保育所等の新設整備等による定員増
①認可保育所や地域型保育の新設、認定こども園への移行等により前年比１，８２６人分 
の定員増を予定 

②低年齢児の保育需要に対応するため、地域型保育の拡充や既存園における０歳児新規受入

に伴う定員増等を予定

（２）認可保育所における条例基準の範囲内での超過受入の促進 
①平成２８年４月は定員に対して０歳児から２歳児まで合計７７０人分の超過受入を実施 
②平成２９年４月に向けても民間保育所等と連携し、同規模以上の受入を目指す。 

（３）川崎認定保育園のさらなる積極的な活用
・質が担保された保育施設を新たに川崎認定保育園に認定し、低年齢児を中心とした保育 
需要への対応を図る。（平成２８年４月時点で０歳児から２歳児までの利用が約７割） 

（４）幼稚園の一時預かりや長時間預かり保育の拡充 

・実施施設の拡充を図り、保育の必要性がある児童の受入の促進を図る。 

（５）小規模保育事業の定員要件緩和の活用の検討

・国の緊急対策で示された小規模保育の定員要件緩和策活用を検討（定員１９人以下の小規

模保育施設において最大２２人までの超過受入を実施）

４.保育所等利用申請状況（詳細） 

５．多様な手法による保育受入枠の拡充 （６）新設保育所等の空き保育室を活用した低年齢児受入事業の実施検討 

①新設園等で４・５歳児枠が定員に満たないことにより生じる空きスペースを活用し、 

入所保留となった低年齢児を対象に期間を限定して保育を実施する事業 

②本市でも従来から他都市事例を参考に検討を進めてきたが、時限的な受入となるため、 

実施には至っていなかった。 

◆国の緊急対策で「緊急的な一時預かり事業等の活用」が示されていること。 

◆平成２８年４月の保育所等利用申請数が過去最大を更新し待機児童も発生したこと。 

こうした状況等を踏まえ、本事業の実施について検討を行う。（次ページ詳細） 

【参考】２０政令指定都市における取組の実施状況 

仙台市 横浜市 さいたま市 その他１７都市 

制度名称 

新設保育所等の５歳

児保育室等を活用し

た期間限定保育 

新設保育所４・５歳

児保育室等を活用し

た年度限定型保育事

業 

新設保育所等の空き

保育室を活用した１

歳児の定期保育 

実施なし 

実施開始 平成２８年４月 平成２６年４月 平成２６年５月 

利用できる児童 

･１歳児保留児童 

･市内在住

･１、２歳児保留児童

･市内在住又は市内

保育施設に勤務

･１歳児保留児童 

･市内在住 

･保育士の加配が必

要でない児童 

利用期間 

･最長で２年間 

（平成 30 年 3 月 31

日まで） 

･１歳児は１年間又

は２年間（H27 年度

から） 

･２歳児は１年間 

･最長で２年間 

（平成 30 年 3 月 31

日まで） 

施設・利用人数

（H28.4 現在） 
･１施設６人 ･４４施設１３１人 ･１０施設６３人 

（１）保育所等申請者数の推移 （単位：人） （２）保育所等利用申請・待機児童数（平成２８年４月） （単位：人）

利用児童数 保留児童数（割合）

23,500 25,264 27,576 4,076

4,741 5,166 708

5,092

4,433 641

１歳児

２歳児

3,792 4,029

4,684 5,686 1,002

4,458

０歳児

クラス年齢

３歳児

４歳児

５歳児

合　計

4,389 4,633 4,968 579

3,969 4,390 4,696 727

H26 H27 H28
H26⇒28
増減

2,208 2,379 2,627 419

待機児童数

０歳児 2,627 2

クラス年齢

0

３歳児

4

２歳児 5,166 0

１歳児

1,856

4,357

4,835

4,862

4,684

1,329（52.0%）

331（13.0%）

106（4.1%）

12（0.5%）

771（30.2%）

4,433 0

合　計 6

◆高まる保育需要を背景に
申請者数は全年齢で増加
◆平成２８年の実績を年齢別
で見ると、１歳児の申請者数
（５，６８６人）が一番多く、さら
に、平成２６年以降２か年の
増加数（１，００２人）も一番多
い状況である。

◆保留児童数は、１歳児、０
歳児、２歳児の順に多く、１歳
児（１，３２９人）が全体の過
半数
◆０～２歳児の低年齢児が
保留児童数の９５．２%
◆平成２８年４月の待機児童
数６人の内訳は１歳児４人、
０歳児２人

傾向 傾向

27,576

4,968

5,686

申請者数

５歳児 4,428 5（0.2%）

25,022 2,554（100%）

0

４歳児 4,696
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６．平成 29 年度川崎市年度限定型保育事業検討案 （本検討案は、現時点での検討状況を示したものであり、今後変更が生じる場合があります。） 

【対応方針】平成 29 年４月入所申請者の利用調整状況等を勘案し平成 29年１月末までに実施の有無を最終決定する予定 

(1) 事業の概要 

新規開設または開設２年度目の認可保育所のうち、本事業を実施する施設において、 

４・５歳児枠が定員に満たない場合の空きスペースと保育士を活用し、利用調整の結果、入所保留となった１・２

歳児を対象に年度限定で緊急一時預かり事業を行う。【右図参照】 

(2) 対象児童 

保育所等の入所申込を行い、入所保留となった市内在住の１・２歳児 

※１歳児の受入を優先とし、受入枠が１歳児のみで埋まらない場合に２歳児を受け入れる。 

(3) 利用期間 

１年間(平成 29 年 4 月 1 日～平成 30 年 3 月 31 日)  

※年度途中で空きが出た場合は年度末までの新規受入が可能 

(4) 利用期間終了後の入所申請の取り扱い 

他の認可外保育施設利用終了者と同様に、利用調整基準の別表２「同ランク内での調整指数表」において、 

「認可外保育施設等の利用状況」による加点(２点)を行う方向性を検討 

(5) 利用料金の考え方について 

① 上記Ｃの保護者負担相当額を平均水準として、世帯所得別応能負担額(３～４段階程度)を設定する方向性を検討 

② 利用料金は保護者が施設に直接支払う。 

③ 利用料金のほか、延長保育料や補食代等の実費徴収も、認可保育所入所者と同様に施設に直接支払う。 

(6) 申込・選考方法 

① 実施予定施設・受入人数・募集期間等は、第１次利用調整結果(保留)通知の発送以後に公表 

② 利用希望者は、実施施設に直接申し込む。 

③ 入所選考は市の利用調整基準を参考とした方式により実施施設が行う。 

(7) 事業実施に当たっての課題 

① 世帯所得別の利用料金の設定 

② 入園前健診の受診方法(園医による個別健診、またはかかりつけ医への受診など)  

③ 除去食申請・与薬申請の取扱い、障害児の受入など、健康管理委員会での審議の手法 

④ 利用申請者の居住地と実施施設との距離、利便性 

【新設認可保育所初年度・２年度目の実施モデル(定員60人の場合)】

■定員・保育室面積・クラス別担任人数の例

0歳 1歳 2歳 3歳 4歳 5歳 合計

例)定員 6人 10人 11人 11人 11人 11人 60人

条例で定める面積基準 3.3㎡/人 3.3㎡/人 1.98㎡/人 1.98㎡/人 1.98㎡/人 1.98㎡/人 －

条例上必要面積 19.80㎡ 33.00㎡ 21.78㎡ 21.78㎡ 21.78㎡ 21.78㎡ 139.92㎡

例)実際の保育室面積 25.00㎡ 35.00㎡ 23.00㎡ 23.00㎡ 23.00㎡ 23.00㎡ 152.00㎡

例)クラス別担任人数 2人 2人 2人 1人 1人 1人 9人

■　　　　　　　　受入人数・必要面積・クラス別担任人数の例

0歳 1歳 2歳 3歳 4歳 5歳 合計

例)受入人数 6人 10人 11人 7人 4人 3人 41人

受入人数に対する必要面積 19.80㎡ 33.00㎡ 21.78㎡ 13.86㎡ 7.92㎡ 5.94㎡ 102.30㎡

例)クラス別担任人数 2人 2人 2人 1人 1人 1人 9人

0歳 1歳 2歳 3歳 4・5歳 1・2歳 合計

例)受入人数 6人 10人 11人 7人 7人 6人 47人

受入人数に対する必要面積 19.80㎡ 33.00㎡ 21.78㎡ 13.86㎡ 13.86㎡ 19.80㎡ 122.10㎡

例)クラス別担任人数 2人 2人 2人 1人 1人 1人 9人

保育士は既存人数で対応可能

■　　　　　　　　受入人数・必要面積・クラス別担任人数の例

0歳 1歳 2歳 3歳 4歳 5歳 合計

例)受入人数 6人 10人 11人 11人 7人 4人 49人

受入人数に対する必要面積 19.80㎡ 33.00㎡ 21.78㎡ 21.78㎡ 13.86㎡ 7.92㎡ 118.14㎡

例)クラス別担任人数 2人 2人 2人 1人 1人 1人 9人

0歳 1歳 2歳 3歳 4・5歳 1・2歳 合計

例)受入人数 6人 10人 11人 11人 11人 6人 55人

受入人数に対する必要面積 19.80㎡ 33.00㎡ 21.78㎡ 21.78㎡ 21.78㎡ 19.80㎡ 137.94㎡

例)クラス別担任人数 2人 2人 2人 1人 1人 1人 9人

保育士は既存人数で対応可能

４・５歳児保育室を１室とし、５歳児室で１・２歳児を６人まで受け入れ

※本例では４歳児室面積が23.00㎡のため、
　４・５歳児合計人数が12人になると必要面積が1.98㎡×12人=23.76㎡となり、
　４・５歳児の保育を１室で行うこと及び５歳児室での１歳児受入はともに不可能になります。

４・５歳児保育室を１室とし、５歳児室で１・２歳児を６人まで受け入れ

開設初年度目

開設２年度目

【基本的な考え方】 

Ａ 児童一人当たり運営費(月額) ： 14～15万円程度(今年度60人定員認可保育所の1・2歳児平均単価) 

Ｂ 国基準運営費(月額)  ： 約 9.5 万円(国 1/3、県 1/3、市 1/3)              

Ｃ 保護者負担相当額(月額・Ａ－Ｂ) ： 約 4.5～5.5 万円程度 
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